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wind power generator (1A) comprises a rotor head (6) which i s rotated by
external airflow received at a windmill blade (9) and which drives an electri
cal generator ( 11) installed inside a nacelle (5) to thereby generate power,
and the nacelle (5) i s installed in the upper end section o f a tower (4). A n in
troduction port (21) for introducing external airflow into internal space S、i n
the wind power generator (1A) i s provided at a position wmch i s on the outer
surface o f the tower (4) or the nacelle (5) and which receives positive pres
sure due to external airflow. A discharge port (22) for discharging cool air i n
the internal space (S) to the outside i s provided at a position which i s on the
outer peripheral surface o f the tower (4) or the nacelle (5) and which r e
ceives negative pressure due to external airflow.

(57) 要約： 簡素かつ安価な構成によ り、電力消費 を抑制 しつ
つ、充分 な外風 を導入可能 に して、ナセルや タワー 内部 に設
置 され た発 熱性 の あ る電 気機 器 を良好 に冷却 す る。風 車翼
( 9 ) に外風 を受 けて回転す る ロー タヘ ッ ド （6 ) が 、ナセ

ル （5 ) の 内部 に設置 され た発電機 （1 1 ) を駆動 して発電
し、ナセル （5 ) が タワー （4 ) の上端部 に設置 され た風 力
発 電 装 置 （1 A ) で あ って 、 タ ワー （4 ) ま た は ナ セ ル
( 5 ) の外表面の、外風 によって正圧 を受 ける部位 に、 この

外風 を風 力発電装置 （1 A ) の 内部空 間 （S ) に取 り入れ る
導入 口 （2 1 ) を設 け、 タワー （4 ) またはナセル （5 ) の
外 周 面 の 、 外 風 に よ って 負 圧 を 受 け る部 位 に 、 内部 空 間
( S ) の冷却空気 を外部 に排 出す る排 出 口 （2 2 ) を設 けた

ことを特徴 とす る。
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明 細 書

発明の名称 ：風力発電装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、運転時における機器の発熱を、外気の導入により冷却するよう

にした風力発電装置に関するものである。

背景技術

[0002] 標準的な風力発電装置は、風車翼を備えたロータへッドが風力を受けて回

転 し、この回転を増速機により増速する等 して発電機を駆動 し、発電を行う

装置である。ロータヘッドは、地面等に立設されたタワーの上に設置されて

ョ一旋回可能なナセルの端部に取り付けられ、略水平な横方向の回転軸線周

りに回転可能となるように支持されている。

[0003] 一般的に、上述 したタワーとしては、円筒形状のタワーシェルを用いた鋼

製モノポール式が採用される場合が多く、タワーシェルの下端部に設けられ

たべ一スプレー 卜が鉄筋コンクリ一 卜の基礎にアンカ一ボル トで固定される

構造となっている。このような風力発電装置の内部には発電機の他にも、コ

ンバ一タゃ変圧器といった発熱性のある電気機器が設置されているため、安

定した運転を継続するためには、これらの電気機器を適切に冷却する必要が

ある。

[0004] 従来の単純な冷却構造としては、タワーまたはナセルの内部に換気ファン

を設置 し、外部の冷たい空気を内部に強制的に導入して発熱性のある電気機

器の冷却を行うものがある。例えば、特許文献 1 に開示されているように、

発熱性のある電気機器の内部に水やオイル等の冷却液を循環ポンプで循環さ

せ、冷却に供された冷却液を熱交換器で熱交換させ、その排熱を外部に放散

させる冷却構造が知られている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：米国特許第 7 6 8 2 5 号明細書



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] しな しなが ら、上述のように、換気フ ァンを設置 した り、冷却液 を循環 さ

せた りすることによって発熱性のある電気機器を冷却する冷却構造 と した場

合には、その構成が複雑 にな らざるを得ない上に、換気フ ァンや循環ポンプ

を駆動するために、風力発電装置により発電 した電力を消費 しなければな ら

ず、芳 しくない。

[0007] 液冷式においては、そもそも構造が複雑であることに加え、熱交換器の設

置によってナセル周 りが大型化かつ高重量化するため、必然的にタワーの強

度 を高めなければな らず、 さらに、熱交換器が外気に晒される構造であるた

め、風力発電装置が沿岸部や海上に設置される場合には熱交換器の腐食対策

を充分に行わなければな らず、 これ らの要因によって風力発電装置の建造 コ

ス 卜が高額 になるという問題があつた。

[0008] タワーに、外風 を取 り入れる導入口や、内部の空気を排気させる排出口を

設ける場合には、 これ らの開口部の数や開口面積 を必要最低限と して、 タヮ

—の強度 を確保 しなければな らない。

[0009] 本発明は、上記の事情 に鑑みてなされたものであ り、簡素かつ安価な構成

により、電力消費を抑制 しつつ、充分な外風 を導入可能に して、ナセルゃタ

ヮ一の内部 に設置された発熱性のある電気機器を良好に冷却することのでき

る風力発電装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明は、上記の課題 を解決するため、下記の手段 を採用 した。

即ち、本発明の一態様 に係 る風力発電装置は、風車翼 に外風 を受けて回転

するロータへ ッ ドが、ナセルの内部 に設置された発電機 を駆動 して発電 し、

前記ナセルがタワーの上端部 に設置された風力発電装置において、前記タヮ

—または前記ナセルの外表面の、外風 によって正圧を受ける部位 に、 この外

風 を風力発電装置の内部空間に取 り入れる導入口を設け、前記タヮ一または

前記ナセルの外周面の、外風 によって負圧を受ける部位 に、前記内部空間の



冷却空気 を外部 に排 出する排 出口を設 けた。

[001 1] この よ うな風力発電装置 によれば、風力発電装置 に外風 が吹 き付 けた場合

に、 タワー またはナセルの外周面 に設 け られて外風 によ り正圧 を受 ける導入

口と、 同 じく外風 によ り負圧 を受 ける排 出口との間に圧力差 が生 じるため、

無動力で風力発電装置の内部 を換気することがで きる。即 ち、導入 口か ら取

り入れ られ る外風 を冷却空気 と して風力発電装置の内部 に流 し、風力発電装

置の内部 に設置 された発熱性 のある電気機器 を良好 に冷却 させた後、排 出口

か ら外部 に排 出することがで きる。

[001 2] この よ うに、導入 口と排 出口との間に生 じる圧力差 を利用 して外風 を風力

発電装置の内部 に取 り入れ、 内部 に設置 された発熱性 のある電気機器 を冷却

することがで き、外風 を取 り入れ るため に換気 ファン等 を設 ける必要がない

ため、簡素かつ安価 な構成 によ り、電力 を消費することな く、 ナセルゃ タヮ

—内部 に設置 された発熱性 のある電気機器 を良好 に冷却することがで きる。

[001 3] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記導入 口と前記排 出口との間に、発熱

機器が配置 され ることと してもよい。 これ によ り、発熱機器 を良好 に冷却す

ることがで きる。

[0014] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記導入 口と前記排 出口を前記 タワーに

設 ける場合 に、 その外周面の周方向の うち、前記外風 による正圧が最 も高 く

なる位置 に前記導入 口を設 け、 この導入 口の位置か ら周方向に略直角 となる

位置 に前記排 出口を設 けることと してもよい。

[001 5] 上記構成 によれば、 タワーの外周面 において外風 による正圧が最 も高 くな

る位置 に導入 口が設 け られ、 この導入 口の位置か ら周方向に略直角 となる位

置 に設 け られた排 出口には、外風 がタワー外周面 に沿 つて流れ る際 に最 も大

きな負圧が作用するため、導入 口に加わ る正圧 と排 出口に加わ る負圧 との圧

力差 が最大 になる。 このため、導入 口か らは外風 が効率 良 く風力発電装置の

内部 に取 り込 まれ、排 出口か らは風力発電装置の内部 を冷却 した内気が効率

良 く外部 に排 出されて、冷却効率 が高 まる。

[001 6] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記導入 口の位置 と前記排 出口の位置 と



の間に高低差 を設 けることと してもよい。 これ によ り、風力発電装置の内部

空間を広 く冷却するとともに、導入 口と排 出口とが近接 して配置 され ること

によるタヮ一強度 の低下 を回避 することがで きる。

[001 7] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記導入 口を前記 タワーに設 ける場合 に

、 その高 さを、前記 タワーが立設 され る地表面か ら前記風車翼先端 の回転軌

跡 の下端 までの範 囲の うちの最 も高い位置付近 に設定することと してもよい

[001 8] 一般 に、 タワーが立設 され る地表面の近 くでは、外風 の対地速度 が低 く、

風車翼 の後部 では風車翼 の回転 による気流の乱れが生 じるため、前記のよう

に導入 口を地表面か ら風車翼先端 の回転軌跡 の下端 までの範 囲の うちの最 も

高い位置付近 に設定することによ り、対地速度 の速 い外風 を、気流の乱れ に

影響 され ることな く導入 口か ら導入することがで き、風力発電装置の内部 を

良好 に冷却することがで きる。

[001 9] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記排 出口に、前記外風 によって受 ける

負圧 を増長 させ る負圧増長手段 を設 けることと してもよい。 これ によ り、排

出口に作用する負圧が増長 され るため、風力発電装置 内部 の空気 を効率 良 く

排 出口か ら排 出させて、風力発電装置 内部 の冷却効率 を高め ることがで きる

[0020] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記負圧増長手段 が、前記排 出口の開 口

部 を覆 い、且つ前記排 出口に対 して所定の距離 だけ離 間 した暈部材であるこ

とと してもよい。本構成 によれば、負圧増長手段 を非常 に簡素 に構成 するこ

とがで きる。

[0021 ] 上記態様 に係 る風力発電装置 は、前記導入 口に、 その外側 の気圧が内側 の

気圧 よ りも高 まった場合 に開 き、 内側 の気圧が外側 の気圧 よ りも高 まった場

合 に閉 じる導入 口開閉手段 を設 けることと してもよい。

[0022] 上記構成 によれば、例 えば円断面形状 を有 するタワーの周方向に沿 つて複

数 の導入 口を設 けた場合 に、外風 に正対 している導入 口では、 その外側 の気

圧が内側 の気圧 よ りも高 まるため に導入 口開閉手段 が開 き、他 の導入 口では



、その外側の気圧が内側の気圧よりも低くなるために導入口開閉手段が閉じ

る。このため、外風が効率良く導入されるとともに、一旦導入された外風が

他の導入口から逃げてしまうことが防止される。したがって、導入口と排出

口との間における圧力差を大きくし、充分な量の外風を風力発電装置の内部

に送り込んで風力発電装置内部の冷却効率を高めることができる。

[0023] 上記態様に係る風力発電装置は、前記排出口に、その外側の気圧が内側の

気圧よりも高まった場合に閉じ、内側の気圧が外側の気圧よりも高まった場

合に開く排出口開閉手段を設けることとしてもよい。

[0024] 上記構成によれば、例えば円断面形状を有するタワーの周方向に沿つて複

数の排出口を設けた場合に、外風に正対している排出口では、その外側の気

圧が内側の気圧よりも高まるために排出口開閉手段が閉じ、他の排出口では

、その外側の気圧が内側の気圧よりも低くなるために排出口開閉手段が開く

。このため、内気が効率良く排出され、相対的に多くの外風を導入口から取

り入れて、風力発電装置内部の冷却効率を高めることができる。

[0025] 上記態様に係る風力発電装置は、前記タヮ一を二重管構造とし、その外側

空間または内側空間のどちらか一方の空間に連通するように前記導入ロを設

け、他方の空間に連通するように前記排出口を設け、前記外側空間と前記内

側空間とを、前記導入口および前記排出口から離れた位置で連通させること

としてもよい。

[0026] 本構成によれば、導入口から排出口までの距離が長くなることと、外側空

間と内側空間との間で気流の方向が変わることと、円筒形の空間となる外側

空間内を周方向に流れる気流に遠心力が働くことから、外風に含まれる水分

、塩分、塵埃といった異物を主に外側空間内で自然落下させて気流から分離

させることができ、導入口にフィルタ等の圧損部材を設けなくてもよいか、

あるいは設けたとしても簡易的なものでよくなるため、導入口から充分な量

の外風を取り入れて風力発電装置内部の冷却効率を高めることができる。

[0027] 上記態様に係る風力発電装置は、前記導入口の下流側に、前記導入口から

導入される外気に含まれる異物を除去する異物除去手段を設けることとして



もよい。こうすれば、外風に含まれる水分、塩分、塵埃等の異物を除去 して

内部機器の健全性を保つことができる。

[0028] 上記態様に係る風力発電装置は、前記導入口と前記排出口を前記タワーに

設ける場合に、その外周面の周方向に沿って3 箇所以上の通気口を設け、こ

れらの通気口が、風向きに応 じて前記導入口または前記排出口になるように

することとしてもよい。このようにした場合、外風の風向きに拘わらず、常

に良好にタワー内部を冷却することができる。

発明の効果

[0029] 以上のように、本発明に係る風力発電装置によれば、導入口と排出口との

間に生じる圧力差を利用して、簡素かつ安価な構成により、電力消費を抑制

しつつ、充分な外風を導入可能にして、ナセルやタワー内部に設置された発

熱性のある電気機器を良好に冷却することができる。

図面の簡単な説明

[0030] [ 図1] 本発明の各実施形態を適用可能な風力発電装置の一例を示す側面図であ

る。

[図2] 本発明の第 1実施形態に係る風力発電装置の概略的な縦断面図である。

[図3] 図 2 のΠ Ι - Π Ι線に沿う横断面図である。

[図4] タワー外周面における圧力分布をグラフで示す図である。

[図5] 本発明の第 2 実施形態に係る風力発電装置の概略的な縦断面図である。

[図6] 本発明の第3 実施形態に係る風力発電装置の概略的な縦断面図である。

[図7] 図 6 のVII-VII 線に沿う横断面図である。

[図8] 図 6 のVII Ι - ν ΐ Π 線に沿う横断面図である。

[図9]暈部材を補強部材として活用した例を示す縦断面図である。

[図10] 本発明の第4 実施形態に係る風力発電装置の概略的な縦断面図である

[図11] 本発明の第 5 実施形態に係る風力発電装置の概略的な縦断面図である

[図12] 図 1 1 のΧΠ -ΧΠ 線に沿う横断面図である。



[ 図 13 ] 図 1 1 の ΧΠΙ - ΧΠΙ 線 に沿 う横 断 面 図 で あ る。

[ 図 14Α] 導 入 口 開 閉 手 段 の 第 1 構 造 例 を示 し、 内側 蓋 部 材 が 閉 塞 位 置 に あ る状

態 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 14Β] 導 入 口 開 閉 手 段 の 第 1 構 造 例 を示 し、 内側 蓋 部 材 が 開 放 位 置 に あ る状

態 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 15Α] 排 出 口 開 閉 手 段 の 第 1 構 造 例 を示 し、 外 側 蓋 部 材 が 閉 塞 位 置 に あ る状

態 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 15Β] 排 出 口 開 閉 手 段 の 第 1 構 造 例 を示 し、 外 側 蓋 部 材 が 開 放 位 置 に あ る状

態 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 16Α] 導 入 口 開 閉 手 段 の 第 2 構 造 例 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 16Β] 排 出 口 開 閉 手 段 の 第 2 構 造 例 を示 す 横 断 面 図 で あ る。

[ 図 17 ] 本 発 明 の 第 6 実 施 形 態 に係 る風 力 発 電 装 置 の概 略 的 な 縦 断 面 図 で あ る

[ 図 18 ] 本 発 明 の 第 7 実 施 形 態 に係 る風 力 発 電 装 置 の概 略 的 な 縦 断 面 図 で あ る

[ 図 19 ] 図 1 8 の ΧΙΧ- ΧΙΧ線 に沿 う横 断 面 図 で あ る。

[ 図 20] 図 1 8 の XX矢 視 図 で あ る。

[ 図 2 1 ] 本 発 明 の 第 8 実 施 形 態 に係 る風 力 発 電 装 置 の概 略 的 な 縦 断 面 図 で あ る

[ 図 22] 図 2 の ΧΧΠ - ΧΧΠ線 に沿 う横 断 面 図 で あ る。

[ 図 23] 図 2 の ΧΧΠΙ - ΧΧΠΙ線 に沿 う横 断 面 図 で あ る。

[ 図 24] 本 発 明 の 第 9 実 施 形 態 に係 る風 力 発 電 装 置 の概 略 的 な 縦 断 面 図 で あ る

[ 図 25] 図 2 4 の XXV-XXV 線 に沿 う横 断 面 図 で あ る。

発 明 を実施 す るための形 態

以 下 、 本 発 明 に係 る風 力 発 電 装 置 の 実 施 形 態 に つ い て 、 図 面 に基 づ い て 説

明 す る。

図 1 は、 後 に説 明 す る各 実 施 形 態 に お け る冷 却 構 造 Α か ら Η を適 用 可 能 な



風力発電装置の一例を示す側面図である。この風力発電装置 1 は、地表面 2

に設置された鉄筋コンクリ一 卜製の基礎 3 上に立設されるタワー4 と、この

タヮ一4 の上端部に設置されるナセル 5 と、略水平な横方向の回転軸線周り

に回転可能に支持されてナセル 5 の前端部側に設けられるロータへッド6 と

を有 している。

[0032] タワー4 は、鋼管製のモノポール式であり、その横断面形状が略円形であ

る。タワー4 の下端部には例えば鋼板製のベ一スプレー 卜7 が固定され、こ

のべ一スプレー 卜7 が多数のアンカ一ボル 卜8 で基礎 3 に締結固定されてい

る。口一タヘッド6 には、放射方向に延びる複数枚 （例えば3 枚）の風車翼

9 が取り付けられており、ナセル 5 の内部には発電機 1 1 が収容設置され、

ロータへッド6 の回転軸 1 2 が発電機 1 1 の主軸に増速機等を介 して連結さ

れている。このため、風車翼 9 に当たった外風の風力が、ロータヘッド6 と

回転軸 1 2 を回転させる回転力に変換され、発電機 1 1 が駆動されて発電が

行われる。

[0033] ナセル 5 は、風車翼 9 と共に、タワー4 の上端において水平方向に旋回す

ることができ、図示 しない駆動装置と制御装置により、常に風上方向に指向

して効率良く発電できるように制御される。また、タワー4 の内部空間S 内

には、外部の風雨に晒すことができない電気機器 1 4 が設置されている。こ

の電気機器 1 4 として、コンバータや変圧器といった発熱性のあるものが例

示されるが、タワー4 の内部空間S は密室状であるため、以下に述べる各実

施形態における冷却構造A から」によって内部空間S に設置された電気機器

4 の熱を冷却するようになっている。

[0034] (第 1実施形態）

図 2 は、本発明の第 1実施形態に係る風力発電装置 1 A の概略的な縦断面

図であり、図 3 は図 2 のΠ Ι - Π Ι線に沿う横断面図である。この風力発電装置

1 A は冷却構造A を備えている。この冷却構造A では、前述 したように略円

形の横断面形状を有するタヮ一4 に、導入口2 と排出口2 2 とが設けられ

ている。導入口2 1 は、外風を冷却空気としてタワー4 の内部空間S に取り



入れる開口部であり、タワー4 の外表面の、外風によって正圧を受ける部位

に設けられている。排出口2 2 は、内部空間S 内の冷却空気を外部に排気す

る開口部であり、タワー4 の外表面の、外風によって負圧を受ける部位に設

けられている。

[0035] より具体的には、風力発電装置 1 A の設置場所を地理的に考察 して、タヮ

—4 の外周面の周方向のうち、年間を通 して平均的に最も風当たりの良い面

、即ち外風による正圧が最も高くなる位置に導入口2 1 が設けられ、この導

入口2 の位置から周方向に直角となる位置に排出口2 2 が設けられている

。図 3 では導入口2 1 から片方に9 0 ° 離れた位置に 1箇所の排出口2 2 が

設けられているが、タワー4 の強度や諸々の条件が許せば、導入口2 1 の両

側に2 箇所の排出口2 2 を設けてもよい。

[0036] 導入口2 1 および排出口2 2 の形状は、できるだけタワー4 の強度に支障

を来さない形状であることが望ましい。例えば、応力が集中しにくい円形、

縦長の楕円形、長円形等である。本実施形態および後に述べる各実施形態に

おいても、導入口2 および排出口2 2 をそれぞれ単一の開口部とせずに、

複数の小孔ゃスリッ卜等を近接させて形成することにより構成 してもよい。

これにより、導入口2 および排出口2 2 の形成に伴うタワー4 の強度低下

を最小限に抑えることができる。

[0037] 導入口2 1 の位置と排出口2 2 の位置との間には高低差が設けられている

。例えば導入口2 1 はタワー4 の下端部付近、つまり地表面 2 と電気機器 1

4 に近い位置に形成されており、排出口2 2 は、タヮ一4 の上端付近に形成

されている。これにより、タワー4 の内部空間S を広 く冷却するとともに、

導入口2 と排出口2 2 とが近接 して配置されることによるタワー4 の強度

低下を回避することができる。電気機器 1 4 は導入口2 と排出口2 2 との

間に配置されている。

[0038] 以上のように構成された冷却構造A は、次のように作用する。

風力発電装置 1 A に外風が吹き付けた場合、タヮ一4 の外周面の、外風に

よって正圧を受ける部位に設けられた導入口2 と、同 じく外風により負圧



を受ける排出口 2 2 との間に圧力差が生 じ、無動力で自然に風力発電装置 1

A の内部が換気される。即ち、導入口 2 か ら外風が冷却空気 と してタワー

4 の内部 に直接導入され、 この冷却空気は、 タワー 4 の内部空間 S 内に設置

された発熱性のある電気機器 1 4 を冷却するのと引き換えに温度が上昇 し、

熱気が上方に対流する自然法則に則 って上方に形成 された排出口 2 2 の方に

/ソIしれ るo

[0039] —方、排出口 2 2 は、前述の通 り、外風 によって最も高い正圧を受ける導

入口 2 の位置か ら周方向に直角 となる位置に設けられているが、 こ の 位置

は、外風 によって発生する負圧がほぼ最大 となる場所である。図 4 に、円筒

外周における圧力分布の公知データを示すように、導入口 2 の周方向位置

を 0 ° と した場合、 この 0 ° の位置に作用する正圧が最大値の + 1 であると

するな らば、 ここか ら周方向に 3 0 ° 、 6 0 ° と移動するに したがって正圧

が負圧に変化 し、ほぼ 9 0 ° 近辺の位置で負圧が最大値の— 1 以下 となる。

つまり絶対値では負圧の方が正圧よりも大 きくなる。

[0040] したがって、 この 9 0 ° の位置に設けられた排出口 2 2 に大 きな負圧が作

用 し、図 3 に示すように排出口 2 2 の傍 を通る外風の流れに合流するように

、内部空間 S 内の冷却空気が排出口 2 2 か ら外部 に強力に吸い出されて効率

良 く排出される。そ して、導入口 2 1 と排出口 2 2 との間に配置された電気

機器 1 4 が冷却空気によって効果的に冷却される。

[0041 ] 以上のように、冷却構造 A を備えた風力発電装置 1 A によれば、非常に簡

素かつ安価な構成 により、外風 を導入口 2 1 か ら風力発電装置 1 A ( タワー

4 ) の内部空間 S 内に取 り入れて発熱性のある電気機器 1 4 を冷却させた後

、その熱気を排出口 2 2 か らスムーズに排出させることができる。特 に、 タ

ヮ一 4 の外周面の、外風 によって正圧を受ける部位 に導入口 2 1 を設け、 こ

の導入口 2 か ら周方向に略直角 となる位置に排出口 2 2 を設けたため、導

入口 2 に作用する正圧 と排出口 2 2 に作用する負圧 との圧力差 を最大に確

保 し、換気 フ ァ ン等の動力を用いずに効率良 く外風 を導入口 2 か ら取 り入

れて排出口 2 2 か ら排出できるため、電力を消費することな く電気機器 1 4



等を良好に冷却することができる。

[0042] (第 2 実施形態）

図 5 は、本発明の第 2 実施形態に係る風力発電装置 1 Bの概略的な縦断面

図である。 この風力発電装置 1 B は冷却構造 B を備えている。 この冷却構造

B において、前述の第 1実施形態における冷却構造 A と異なる点は、導入口

の設置高さがタワー 4 の中間部付近であることと、排出口 2 2 の設置高

さがタワー 4 の下端部付近であることのみであ り、他の構成は冷却構造 A と

同様である。即ち、平面視における導入口 2 と排出口 2 2 の位置関係は図

3 に示す通 りであ り、それによつてもた らされる作用効果も冷却構造 A と同

様である。

[0043] この冷却構造 Bでは、導入口 2 1の高さが、地表面 2 か ら風車翼 9 の先端

9 a の回転軌跡下端 までの範囲 R のうちの最も高い位置付近に設定されてい

る。図 5 中に外風の速度分布を示すように、一般に外風の対地速度は地表面

2 の近 くでは低 く、地表面 2 か ら離れるに したがって速 くなる傾向がある。

風車翼 9 の後部では、風車翼 9 の回転に伴 う気流の乱れが生 じるため、風車

翼 9 の回転軌跡の後部に重な らない上記の高さ位置に導入口 2 を設けるこ

とにより、比較的対地速度の速い外風を、風車翼 9 による気流の乱れに影響

されることな く導入口 2 1か ら導入することができ、風力発電装置 1 Bの内

部を良好に冷却することができる。

[0044] 排出口 2 2 の高さは、必ず しもタワー 4 の下端部付近でな くてもよいが、

発熱性のある電気機器 1 4 が導入口 2 と排出口 2 2 の間に配置されている

ことが望 ま しいため、 ここでは排出口 2 2 を電気機器 1 4 の設置位置に合わ

せてタワー 4 の下端部付近に配置 した。

[0045] (第 3 実施形態）

図 6 は、本発明の第 3 実施形態に係る風力発電装置 1 C の概略的な縦断面

図であ り、図 7 は図 6 のVII-VII 線に沿 う横断面図、図 8 は図 6 のνΐ Π - νΐ Π

線に沿 う横断面図である。 この風力発電装置 1 C は冷却構造 C を備えている

。 この冷却構造 C では、第 1実施形態における冷却構造 Α と同 じく、タワー



4 の下端部付近に導入口2 が配置され、タヮ一4 の上端付近に排出口2 2

a から2 2 d が配置されている。

[0046] 導入口2 1 は、冷却構造A と同 じく、タワー4 の外周面の周方向のうち、

年間を通 して平均的に最も風当たりの良い面、即ち外風による正圧が最も高

くなる位置に 1箇所だけ設けられている。一方、排出口2 2 a ~ 2 2 d は、

タワー4 の上端部付近の高さに、例えば周方向に9 0 ° 間隔で4 箇所設けら

れているが、例えば 1 2 0 ° 間隔で 3 箇所に設ける等、数や間隔は任意に設

定 してよい。

[0047] 各排出口2 2 a から2 2 d には、外風によって受ける負圧を増長させる負

圧増長手段として、例えば暈部材 2 5 が設けられている。この暈部材 2 5 は

、排出口2 2 a から2 2 d の開口部を覆い、且つ図示 しないステ一やプラケ

ッ卜類を介 して排出口2 2 a から2 2 d に対 し所定の距離だけ離間 して固定

された板状の部材である。暈部材 2 5 の面積は、排出口2 2 a から2 2 d の

開口面積よりも一回り大きく設定されている。図 7 に示すように、暈部材 2

5 は、タヮ一4 の外周面の湾曲形状に沿って湾曲 しているが、例えば平板状

であってもよい。

[0048] 以上のように構成された冷却構造C は、次のように作用する。

風力発電装置 1 C に外風が吹き付けた場合、外風による正圧が最も高くな

る位置に設けられた導入口2 には外風がそのまま吹き込み、タワー4 の内

部に冷却空気として導入され、電気機器 1 4 等の発熱機材を冷却 した後、上

方に設けられた排出口2 2 a から2 2 d の方に進む。一方、排出口2 2 a か

ら2 2 d においては、暈部材 2 5 が設けられたことにより、排出口2 2 a か

ら2 2 d に作用する外風の負圧が増長される。

[0049] つまり、図 7 に示すように、外風に正対する排出口2 2 a の位置は、図 3

と同様に外風によって最も高い正圧を受ける場所であるため、暈部材 2 5 が

設けられていなければ外風がそのまま排出口2 2 a の内部に進入 して しまう

が、暈部材 2 5 が設けられていることにより、外風が排出口2 2 a の内部に

進入せずに暈部材 2 5 に衝突 し、その後左右に分流 して、そのままタワー4



の外周湾曲面に沿 って後方に流れる。 このため、暈部材 2 5 とタワー 4 の外

周面 との間、即ち排出口 2 2 a の付近に強い負圧が発生 し、 これによつてタ

ヮ一 4 の内部の空気が排出口 2 2 a か ら外部 に吸い出される。

[0050] 排 出口 2 2 b ， 2 2 d の設けられている位置は、前述の冷却構造 A の場合

と同 じく、外風 によって最も高い正圧を受ける排出口 2 2 a の位置か ら周方

向に直角 （9 0 ° ) となる位置に設けられているため、外風の流れによって

発生する負圧がほぼ最大 となる場所である。 このため、暈部材 2 5 が無かつ

たと しても排出口 2 2 b ， 2 2 d には強い負圧が作用 し、図 3 に示 したよう

な内気の吸引作用が奏される。 さらに、 ここに暈部材 2 5 を設けたことによ

り、 タワー 4 の外周湾曲面に沿 って後方に流れる外風の流れが整流され、排

出口 2 2 b ， 2 2 d 付近における気流の剥離が防止されるため、排出口 2 2

b ， 2 2 d に作用する負圧が増長される。

[0051 ] このため、図 7 に示すように、排出口 2 2 b ， 2 2 d の傍 を通る外風の流

れに合流するように、内部空間 S 内の冷却空気が排出口 2 2 b ， 2 2 d か ら

外部 に吸い出されて効率良 く排出される。排出口 2 2 c の位置でも、暈部材

5 を設けたことにより負圧が増長されるため、排出口 2 2 c か らも内気が

排出される。 ここでは排出口 2 2 a か ら2 2 d が周方向等間隔に 4 箇所設け

られた例で説明 したが、本発明は特 にその形態のみに限定されない。仮に、

図 7 に示す排出口 2 2 b , 2 2 d が排出口 2 2 a の位置か ら周方向に 1 2 0

。ずれた位置に設けられていたと しても、暈部材 2 5 を設けることにより、

同様 に して排出口 2 2 b , 2 2 d に強い負圧を作用させることができる。

[0052] このように、排出口 2 2 a か ら2 2 d に暈部材 2 5 を設けたことにより、

排出口 2 2 a か ら2 2 d に作用する外風の負圧を増長させることができ、 し

かも外風 に正対する位置にある排出口 2 2 a か らも多 くの内気を引き出すこ

とができるため、導入口 2 と排出口 2 2 a か ら2 2 d との間の圧力差 をよ

り大 きくし、導入口 2 1 か ら充分な外風 を導入するとともに、内部空間 S 内

の空気を効率良 く排出口 2 2 a か ら2 2 d か ら排出 して、風力発電装置 1 C

の内部冷却性 を高めることができる。



[0053] しかも、外風の風向きが変わっても、複数設けられた排出口2 2 a から2

d には常に暈部材 2 5 による負圧増長作用が付与されるため、風向きによ

つて風力発電装置 1 C の冷却効率が低下する懸念が少なく、年間を通 じて安

定 した冷却作用を得ることができる。暈部材 2 5 は非常に簡素な構成である

ため、風力発電装置 1 C の建造コス トが向上する心配はない。

[0054] 暈部材 2 5 を排出口2 2 a から2 2 d に対 して頑強に固定 し、この暈部材

5 を補強部材として活用することにより、排出口2 2 a から2 2 d を穿設

したことによるタワー4 の強度低下を軽減することが考えられる。例えば、

図 9 に示すように、暈部材 2 5 の上下の端部をタワー4 の外周面に向けて屈

曲または湾曲させ、その先端部をタワー4 の外周面に固着することにより、

暈部材 2 5 を トンネル状に形成 し、この トンネル状の暈部材 2 5 の内部に外

風を周方向に流通させることが考えられる。これにより、タワー4 の強度を

損なわずに排出口2 2 の設置個所を増や したり、排出口2 2 の開口面積を大

きくしたりして、冷却効率を向上させることができる。

[0055] (第 4 実施形態）

図 1 0 は、本発明の第4 実施形態に係る風力発電装置 1 Dの概略的な縦断

面図である。この風力発電装置 1 D は冷却構造 D を備えている。この冷却構

造 D において、先述の第 3 実施形態における冷却構造C と異なる点は、導入

口2 の設置場所がタワー4 ではなくナセル 5 の前面に設けられていること

と、 4 つの排出口2 2 a から2 2 d の設置高さがタワー4 の下端部付近であ

ることのみであり、他の構成は冷却構造C と同様である。排出口2 2 a から

2 2 d の数は必ず しも4 箇所でなくてもよい。

[0056] この冷却構造 D において、導入口2 1 は、ナセル 5 の前面において、例え

ば風車翼 9 の回転軸 1 2 が突出している部分の下方に開口しているが、前方

(風上側）に向かって開く構造であれば、他の場所、例えばナセル 5 の側面

や上面等に設けてもよい。、タワー4 の外周面に設けられた排出口2 2 a か

ら2 2 d の周方向位置、および負圧増長手段としての暈部材 2 5 の構造、作

用、効果等は、冷却構造C と同様である。



[0057] このように構成された冷却構造Dによれば、ナセル 5 に設けられた導入口

が、ナセル 5 の制御回動に応 じて常に風上側に向くため、導入口2 か

ら取り入れられる外風を常に最大量確保することができる。一方、排出口2

2 a から2 2 d 側においては、暈部材 2 5 を設けたことによって先述 した通

りの良好な排気作用が得られるため、導入口2 と排出口2 2 a から2 2 d

との間における圧力差をより大きくし、風力発電装置 1 Dの内部空間S に供

給される冷却空気の供給量を増量させて、無動力で高い冷却効率を得ること

ができる。 しかも、タワー4 の底部に設置された電気機器 1 4 のみならず、

ナセル 5 内に設置された発電機 1 1等の発熱機材も確実に冷却することがで

きる。

[0058] (第 5 実施形態）

図 1 1 は、本発明の第 5 実施形態に係る風力発電装置 1 E の概略的な縦断

面図であり、図 1 2 は図 1 1 のΧΠ -ΧΠ 線に沿う横断面図、図 1 3 は図 1 1 の

ΧΙΠ -ΧΠΙ 線に沿う横断面図である。この風力発電装置 1 E は冷却構造 E を備

えている。この冷却構造 Eでは、タワー4 の下端部付近に4 つの導入口2 1

a から2 1 d が例えば周方向に9 0 。 間隔で配置され、タワー4 の上端付近

に4 つの排出口2 2 a から2 2 d が同じく周方向に9 0 ° 間隔で配置されて

いる。各導入口2 a から2 1 d に、導入口開閉手段としての内側蓋部材 3

1 が設けられ、各排出口2 2 a から2 2 d に、排出口開閉手段としての外側

蓋部材 3 2 が設けられている。導入口2 1 a から2 1 d および排出口2 2 a

から2 2 d の数は必ずしも4 箇所でなくてもよく、例えば 1 2 0 ° 間隔で3

箇所に設ける等、数や間隔は任意に設定 してよい。

[0059] 図 1 3 に示すように、内側蓋部材 3 1 は、タワー4 の内周面に沿って湾曲

し、導入口2 a から2 1 d を内側から気密的に閉塞できるように形成され

た板状の部材であり、導入口2 a から2 d に対 して内側から離接可能に

設けられている。図 1 2 に示すように、外側蓋部材 3 2 は、タワー4 の外周

面に沿って湾曲し、排出口2 2 a から2 2 d を外側から気密的に閉塞できる

ように形成された板状の部材であり、排出口2 2 a から2 2 d に対 して外側



か ら離接可能に設けられている。

[0060] 内側蓋部材 3 は、例えば図 1 4 六，図 1 4 B に示すように、その中心部

に棒状のガイ ドロッ ド3 5 が垂直に固定され、 このガイ ドロッ ド3 5 の他端

部 にス トツパ プレ一 卜3 6 が固着 されている。一方、図示 しないステ一部材

によって導入口 2 a か ら2 1 d の内部 にスライ ドパイプ 3 7 が固定され、

このスライ ドパイプ 3 7 にガイ ドロッ ド3 5 が軸方向に摺動 自在 に揷入支持

されている。 このため、内側蓋部材 3 1 は、図 1 4 A に示す閉塞位置 3 a

と、図 1 4 B に示す開放位置 3 b との間を移動することができる。閉塞位

置 3 a では内側蓋部材 3 が導入口 2 a か ら2 1 d に内側か ら密に当接

して導入口 2 a か ら2 1 d を閉塞するとともに、ス トツパ プレ一 卜3 6 が

スライ ドパイプ 3 7 の内側端部 に当接する。開放位置 3 b では内側蓋部材

3 が導入口 2 1 a か ら2 1 d か ら内側 に離れて導入口 2 1 a か ら2 1 d を

開口させ、 この時には内側蓋部材 3 1 がスライ ドパイプ 3 7 の外側端部 に当

接 して動 きを規制 される。

[0061 ] 外側蓋部材 3 2 は、内側蓋部材 3 と同様 に、図 1 5 A ，図 1 5 B に示す

ように、その中心部 に固定されたガイ ドロッ ド3 5 が、排出口 2 2 a か ら2

d の内部 に固定されたスライ ドバイプ 3 7 に摺動 自在 に支持され、 ガイ ド

ロッ ド3 5 の他端部 にス トツパ プレ一 卜3 6 が固着 されている。 このため、

外側蓋部材 3 2 は、図 1 5 A に示す閉塞位置 3 2 a と、図 1 5 B に示す開放

位置 3 2 b との間を移動することができる。閉塞位置 3 2 a では外側蓋部材

3 が排出口 2 2 a か ら2 2 d に外側か ら密に当接 して排出口 2 2 a か ら2

2 d を閉塞する。開放位置 3 2 b では外側蓋部材 3 が排出口 2 2 a か ら2

2 d か ら外側 に離れて排出口 2 2 a か ら2 2 d を開口させ、 この時にはス 卜

ツバ プレー ト3 6 がスライ ドパイプ 3 7 の内側端部 に当接 して外側蓋部材 3

2 の動 きが規制 される。

[0062] 内側蓋部材 3 は、導入口 2 a か ら2 1 d の外側の気圧が内側の気圧よ

りも高まった場合に閉塞位置 3 a か ら開放位置 3 b にスライ ドし、導入

口 2 1 a か ら2 1 d の内側の気圧が外側の気圧よりも高まった場合に開放位



置 3 1 b から閉塞位置 3 1 a にスライ ドする。外側蓋部材 3 は、排出口2

2 a から2 2 d の外側の気圧が内側の気圧よりも高まった場合に開放位置 3

2 b から閉塞位置 3 2 a にスライ ドし、排出口2 2 a から2 2 d の内側の気

圧が外側の気圧よりも高まった場合に閉塞位置 3 2 a から開放位置 3 2 b に

スライ ドする。このような内側蓋部材 3 と外側蓋部材 3 2 のスライ ド動作

は、気圧に押されて自然に動 くようにしてもよいが、専用の駆動装置と制御

装置を用いて、気圧に応 じて開閉制御するようにしてもよい。

[0063] 以上のように構成された冷却構造 E は、次のように作用する。

例えば風力発電装置 1 E に正面から外風が吹き付けた場合、タワー4 の下

端部付近に設けられた4 つの導入口2 a から2 1 d のうち、外風に正対す

る導入口2 1 a では、その外側の気圧が内側の気圧よりも高くなるため、内

側蓋部材 3 が気圧に押圧されて開放位置 3 b にスライ ドし、導入口2

a が開放される。一方、導入口2 1 b ， 2 1 d は、導入口2 a に対 して周

方向に9 0 ° 離れた位置にあるため、この位置には外風が表面を流れること

によって負圧が作用する。さらに、導入口2 1 c の外部にも負圧が作用する

。このため、導入口2 1 b ， 2 c , 2 1 d では、その内側の気圧が外側の

気圧よりも高くなり、各々の内側蓋部材 3 が閉塞位置 3 1 a にスライ ドし

て導入口2 1 b ， 2 c , 2 1 d が閉塞される。 したがって、外風に正対 し

ている導入口2 a からのみ外風がタワー4 の内部空間S に流入する。

[0064] 他方、タワー4 の上端部付近に設けられた4 つの排出口2 2 a から2 2 d

のうち、外風に正対する排出口2 2 a では、その外側の気圧が内側の気圧よ

りも高くなるため、外側蓋部材 3 2 が気圧に押圧されて閉塞位置 3 2 a にス

ライ ドし、排出口2 2 a が閉塞される。排出口2 2 b ， 2 2 d は、排出口2

2 a に対 して周方向に9 0 ° 離れた位置にあるため、この位置には外風が表

面を流れることによって負圧が作用する。排出口2 2 c の外部にも負圧が作

用する。このため、排出口2 2 b ， 2 2 c , 2 2 d においては、その内側の

気圧が外側の気圧よりも高くなり、各々の外側蓋部材 3 が開放位置 3 2 b

にスライ ドして排出口2 2 b ， 2 2 c , 2 2 d が開放される。 したがって、



外風に正対 している排出口2 2 a を除く、排出口2 2 b ， 2 2 c , 2 2 d か

らタヮ一4 内部の空気が排出される。

[0065] このようにして、風力発電装置 1 E の内部空間S に多くの外気を冷却空気

として流通させることができるため、効率良く冷却することができる。 しか

も、外風の風向きが変わっても、複数設けられた導入口2 a から2 d と

排出口2 2 a から2 2 d のうち、風向きに対 して最適な位置のものだけが開

口して外風を風力発電装置 1 E の内部に取り入れたり、内気を外部に排出し

たりするため、風向きによって風力発電装置 1 E の冷却効率が低下する懸念

が少なく、年間を通 じて安定 した冷却作用を得ることができる。

[0066] 内側蓋部材 3 1 および外側蓋部材 3 は簡素に構成できるため、多大なコ

ス トアツプにはならない。内側蓋部材 3 1 および外側蓋部材 3 は上述 した

スライ ド式のものに限らず、他の構造にしてもよい。例えば図 1 6 八，図 1

6 B に示すように、内側蓋部材 3 および外側蓋部材 3 2 をフラッパ一型 （

リー ド弁型）に構成することにより、その構造を一層簡素にすることができ

る。

[0067] (第 6 実施形態）

図 1 7 は、本発明の第 6 実施形態に係る風力発電装置 1 F の概略的な縦断

面図である。この風力発電装置 1 F は冷却構造 F を備えている。この冷却構

造 F において、先述の第 5 実施形態における冷却構造 E と異なるのは、排出

口2 2 e の設置場所がタワー4 ではなくナセル 5 の後面に設けられているこ

とのみであり、導入口2 a から2 1 d を始めとする他の部分の構成は冷却

構造 E と同様である。なお、二点鎖線で示すようにナセル 5 の側面に排出口

2 2 f を設けてもよい。

[0068] ナセル 5 の後面に排出口2 2 e を設けた場合は、排出口2 2 e がナセル 5

の回動に応 じて常に外風の風下側に向き、またナセル 5 の側面に排出口2 2

f を設けた場合は、排出口2 2 f が外風により強い負圧が生 じる場所に位置

するため、何れにしても排出口2 2 e ， 2 2 f の外部に強い負圧が作用 し、

ナセル 5 内の空気、ひいてはタワー4 の内部空間S 内の空気を排出口2 2 e



， 2 2 f か ら外部 に吸引させる作用が奏される。 したがって、導入口 2 1 a

か ら2 1 d か ら風力発電装置 1 F の内部空間 S に供給 される冷却空気の供給

量を多 くして、 タワー 4 の底部 に設置された電気機器 1 4 およびナセル 5 内

に設置された発電機 1 1 等の発熱機材を効果的に冷却することができる。

[0069] (第 7 実施形態）

図 1 8 は、本発明の第 7 実施形態に係 る風力発電装置 1 G の概略的な縦断

面図であ り、図 1 9 は図 1 8 のXIX-XIX 線 に沿 う横断面図である。 この風力発

電装置 1 G は冷却構造 G を備えている。 この冷却構造 G では、 タワー 4 の内

部 に円筒状の内壁 4 が設けられてタワー 4 が二重管構造 とされてお り、 タ

ヮー 4 内部の外周側 に外側空間 S が画成 され、外側空間 S の内周側 に内

側空間 S が画成 されている。そ して、例えば外側空間 S に連通するよう

に導入口 2 が設けられ、内側空間 S に連通するように排出口 2 2 が設け

られている。導入口 2 1 と排出口 2 2 の高さは、共にタワー 4 の中間部付近

に設定されているが、各々の高さを異な らせてもよい。

[0070] 図 1 9 に、平面視 における導入口 2 と排出口 2 2 の周方向位置が示され

ている。導入口 2 1 と排出口 2 2 の周方向位置は、図 3 に示す第 1 実施形態

における冷却構造 A と同 じく、 タワー 4 の外周面の周方向のうち、年間を通

して平均的に最も風当た りの良い面、即ち外風 による正圧が最も高 くなる位

置に導入口 2 が設けられ、 この導入口 2 の位置か ら周方向に直角 となる

位置に排出口 2 2 が設けられている。排出口 2 2 は導入口 2 の両側 に 2 箇

所設ける等 してもよい。

[0071 ] 導入口 2 はタヮ一 4 の外壁を貫通 して外側空間 S に連通 してお り、導

入口 2 か ら導入された外気が外側空間 S に流入するようになっている。

排出口 2 2 は連通パイプ4 3 を介 して内側空間 S 2 に連通 してお り、内側空

間 S 2 内の空気が外側空間 S には入 らずに排出口 2 2 か ら排出されるよう

になっている。

[0072] 内壁 4 1 の上端部の高さはタワー 4 の上端付近の高さと略同 じであ り、ナ

セル 5 の内部で外側空間 S と内側空間 S 2 とが連通 している。内壁 4 の



下端部の高さはタワー4 の下端部よりも少 し高い位置であるため、タワー4

の下端部付近で外側空間S と内側空間S 2 とが連通 している。このように

、外側空間S と内側空間S 2 は、導入口2 および排出口2 2 の設けられ

ている位置から離れた位置で互いに連通 している。

[0073] 図 2 0 にも示すように、導入口2 1 の周囲には円弧形状のフィルタ部材 4

5 が設けられている。このフィルタ部材 4 5 は、導入口2 の下流側に位置

して、導入口2 1 から導入される外気に含まれる水分、塩分、塵埃等の異物

を除去する異物除去手段として機能するものである。ここでは、導入口2 1

を囲む円弧形状にフィルタ部材 4 5 を形成することにより、導入口2 から

導入されて外側空間S 内を上下左右方向に流れる外気を全てフィルタ部材

4 5 で濾過することができる。フィルタ部材 4 5 の形状は円弧形状のみに限

定されない。例えば図 1 8 に示すフィルタ部材 4 5 の断面を、そのまま外側

空間S の周方向に延長 して平面視で大きな環状となるように形成 し、上下

2 つのフィルタ部材で導入口2 を挟む、といった態様にしてもよい。

[0074] 以上のように構成された冷却構造Gは、次のように作用する。

風力発電装置 1 G に外風が吹き付けた場合、タヮ一4 の外周面の、外風に

よって正圧を受ける部位に設けられた導入口2 から外風が冷却空気として

まず外側空間S 内に導入される。この外風は、フィルタ部材 4 5 を通過す

る際に水分、塩分、塵埃等の異物を除去された後、外側空間S 1 内を上下方

向および周方向に流れる。外側空間S 1 内を上方に流れた空気は、一旦ナセ

ル 5 内に流入 し、ナセル 5 内に設けられた発電機 1 1等の発熱機材を冷却 し

た後、流れの向きを下向きに変えて内側空間S 2 に入り、下方に流れて排出

口2 2 から外部に排出される。

[0075] —方、外側空間S 内を下方に流れた空気は、内壁 4 の下端部を潜って

流れの向きを上向きに変えつつ内側空間S 2 内に入り、発熱性のある電気機

器 1 4 を冷却 した後に上方に流れて排出口2 2 から外部に排出される。排出

口2 2 は、外風によって発生する負圧がほぼ最大となる場所に設けられてい

るため、導入口2 と排出口2 2 との間に大きな圧力差が生 じ、内側空間S



内の空気を無動力で効率良く換気することができる。

[0076] 本構成によれば、導入口2 から排出口2 2 までの距離が長 くなることと

、外側空間S 1 と内側空間S 2 との間で気流の方向が変わることと、円筒形

の空間となる外側空間S 内を周方向に流れる気流に遠心力が働 くことから

、外風に含まれる水分、塩分、塵埃といった異物を主に外側空間S 1 内で自

然落下させて気流から分離させることができ、導入口2 にフィルタ部材 4

5 を設けたことと相俟って、内側空間S 2 内に異物が入ることを確実に防止

し、内部機器類を効果的に保護することができる。

[0077] フィルタ部材 4 5 は簡易的なものでよく、場合によっては設けなくてもよ

いため、フィルタ部材 4 5 による圧力損失を回避あるいは軽減 して、導入口

から充分な量の外風を取り入れ、風力発電装置 1 G 内部の冷却効率を高

めることができる。タワー4 の内部に内壁 4 を設けることによってタワー

4 を二重管構造としたため、タワー4 の強度を高めることができる。

[0078] (第 8 実施形態）

図 2 1 は、本発明の第 8 実施形態に係る風力発電装置 1 Hの概略的な縦断

面図であり、図 2 2 は図 2 のΧΧΠ - ΧΧΠ線に沿う横断面図、図 2 3 は図 2

のΧΧΠΙ - ΧΧΠΙ線に沿う横断面図である。この風力発電装置 1 H は冷却構造 H

を備えている。この冷却構造 Hでは、前述の冷却構造G と同様に、タワー4

の内部に円筒状の内壁 4 が設けられてタワー4 が二重管構造とされており

、タヮ一4 の内部に外側空間S 1 および内側空間S 2 が画成されている。そ

して、例えばタワー4 の中間部よりやや下方の高さに、 4 つの導入口2 1 a

から2 1 d が周方向に9 0 ° 間隔で配置されており、タワー4 の中間部より

やや上方の高さに、 4 つの排出口2 2 a から2 2 d が同 じく周方向に9 0 °

間隔で配置されている。

[0079] 導入口2 a から2 d はタワー4 の外壁を貫通 して外側空間S に連通

し、各導入口2 a から2 d から導入された外気が外側空間S に流入す

るようになっている。排出口2 2 a ~ 2 2 d は連通パイプ4 3 を介 して内側

空間S 2 に連通 しており、内側空間S 内の空気が外側空間S には入らず



に排 出口 2 2 a か ら 2 2 d か ら排 出されるようにな っている。 そ して、各導

入 口 2 1 a か ら 2 1 d に、導入 口開閉手段 と しての内側蓋部材 3 が設 け ら

れ、排 出口 2 2 a か ら 2 2 d に、排 出口開閉手段 と しての外側蓋部材 3 2 が

設 け られている。 内側蓋部材 3 1 と外側蓋部材 3 2 の構成 および作用は、第

5 実施形態 に係 る冷却構造 E のもの と同様である。各導入 口 2 a か ら 2 1

d には、第 7 実施形態 に係 る冷却構造 G と同様なフィル タ部材 4 5 が設 け ら

れている。

[0080] 以上のように構成 された冷却構造 H は、次のように作用する。

例 えば風力発電装置 1 H に正面か ら外風が吹 き付 けた場合 には、第 5 実施

形態 における冷却構造 E と同様 に、 タワー 4 の外周面 に設 け られた 4 つの導

入 口 2 1 a か ら 2 1 d の うち、外風 に正対する導入 口 2 a の内側蓋部材 3

のみが開放 され （開放位置 3 b となる）、他の 3 つの導入 口 2 b , 2

c , d の内側蓋部材 3 は閉塞 される （閉塞位置 3 a となる）ため

、導入 口 2 1 b ， 2 c , 2 1 d は閉塞 される。 このため、導入 口 2 a の

みか ら外風が外側空間 S に流入する。流入 した外風 は、 フィル タ部材 4 5

を通過する際に水分、塩分、塵埃等の異物 を除去 された後、外側空間 S 1 内

を上下方向および周方向に流れる。外側空間 S 内を上方 に流れた空気は、

—旦ナセル 5 内に流入 し、ナセル 5 内に設 け られた発電機 1 1 等の発熱機材

を冷却 した後、流れの向 きを下向 きに変えて内側空間 S に流れる。

[0081 ] 外側空間 S 1 内を下方 に流れた空気は、 内壁 4 1 の下端部 を潜 って流れの

向 きを上向 きに変えつつ内側空間 S 2 内に入 り、発熱性のある電気機器 1 4

を冷却 した後 に上方 に流れる。 そ して、第 5 実施形態 における冷却構造 E と

同様 に、 タワー 4 の外周面 に設 け られた 4 つの排 出口 2 2 a か ら 2 2 d の う

ち、外風 に正対する排 出口 2 2 a の外側蓋部材 3 2 のみが閉塞 され （閉塞位

置 3 2 a となる）、他の 3 つの排 出口 2 2 b ， 2 2 c , 2 2 d の外側蓋部材

3 2 は外風のもた らす負圧 によ り開放 される （開放位置 3 2 b となる）ため

、 内側空間 S 内部の空気が排 出口 2 2 b ， 2 2 c , 2 2 d か ら排 出される

。 このように して、 内側空間 S 2 内の空気を無動力で効率良 く換気すること



がで きる。

[0082] この冷却構造 H によれ ば、 第 7 実施形態 における冷却構造 G と同様 に、外

風 に含 まれ る水分、塩分、塵埃 とい った異物 を主 に外側空 間 S 1 内で 自然落

下 させて気流 か ら分離 させ、 内部機 器類 の保護 を図 る ことがで きる。 しか も

、冷却構造 E と同様 に、風 向 きによ って風 力発電装置 1 E の冷却効率 が低 下

す る とい つた不具合 を少な く し、年 間 を通 じて安定 した冷却作用 を得 る こと

がで きる。

[0083] (第 9 実施形態）

図 2 4 は、本発 明の第 9 実施形態 に係 る風 力発電装置 1 J の概 略的な縦 断

面 図であ り、 図 2 5 は図 2 4 のXXV-XXV線 に沿 う横 断面 図であ る。 この風 力発

電装置 1 J は冷却構造 J を備 えている。 この冷却構造 J では、例 えばタワー

4 の下端部付近 に、 タワー 4 の外周面 の周方 向 に沿 って例 えば 3 箇所 の通気

口 4 8 a か ら4 8 c が 1 2 0 ° 間隔で形成 されている。 これ らの通気 口 4 8

a か ら4 8 c は、風 向 きに応 じて、外風 をタワー 4 の内部空 間 S に取 り入れ

る導 入 口とな った り、 内部空 間 S 内の空気 を外部 に排 気す る排 出 口とな った

りす る。 これ らの通気 口 4 8 a か ら4 8 c は、 タワー 4 内の下部 に設置 され

た電気機 器 1 4 等 の発熱機 器 の周 囲 を囲む よ うに設 け られているが、必 ず し

も同 じ高 さに設 ける必要 はな く、各通気 口 4 8 a か ら4 8 c 間 に高低差 を付

与 して もよい。各通気 口 4 8 a か ら4 8 c の周方 向位置 および数量 は、必 ず

しも 1 2 0 ° 間隔で 3 箇所 でな くて もよ く、例 えば 3 箇所以上 であ つて もよ

い。

[0084] 以上 の よ うに構成 された冷却構造 J は、次 の よ うに作用す る。

例 えば外風 が風 力発電装置 1 J に吹 き付 ける場合、 図 2 5 に示 す よ うに、

外風 が通気 口 4 8 a に当た る風 向 きであ った とす る と、通気 口 4 8 a は外風

によ って正圧 を受 けるため導 入 口とな り、外風 が通気 口 4 8 a か ら冷却空気

と して タワー 4 の内部 に直接導 入 されて電気機 器 1 4 を冷却 す る。 一方、通

気 口 4 8 b と 4 8 。は、外風 によ って負圧 を受 けるため排 出 口とな り、 ここ

か ら内部空 間 S 内の空気が外部 に排 気 され る。



[0085] 例えば外風が通気口4 8 b に当たる風向きに変わったとすると、今度は通

気口4 8 b が導入口となり、通気口4 8 a ，4 8 c が排出口となる。外風が

通気口4 8 c に当たる風向きに変わったとすると、通気口4 8 c が導入口と

なり、通気口4 8 a ，4 8 b が排出口となる。

[0086] このように、外風の風向きが変わっても、複数設けられた通気口4 8 a か

ら4 8 c の何れかが導入口となり、他が排出口となるため、風向きに拘わら

ずに、常に良好に電気機器 1 4 を冷却することができる。

[0087] 本発明は、上述 した第 1 から第 9 の実施形態の態様のみに限定されないこ

とは言うまでもない。例えば、第 1 から第 9 の実施形態の構成を適宜組み合

わせるといった変更を加えることが考えられる。

符号の説明
[0088] 1， A ~ J 風力発電装置

地表面

4 タヮ一

5 ナセル

6 口一タヘッド

9 風車翼

9 a 風車翼の先端

発電機

1 4 発熱性のある電気機器

導入口

2 排出口

2 5 暈部材 （負圧増長手段）

3 内側蓋部材 （導入口開閉手段）

3 2 外側蓋部材 （排出口開閉手段）

4 内壁

4 5 フィル タ部材 （異物除去手段）

4 8 a ~ 4 8 c 通気口



A ~ J 冷却構造



請求の範囲

風車翼 に外風 を受けて回転するロータへ ッ ドが、ナセルの内部 に設

置 された発電機 を駆動 して発電 し、前記ナセルがタワーの上端部 に設

置 された風力発電装置 において、

前記 タヮ一または前記ナセルの外表面の、外風 によって正圧 を受け

る部位 に、 この外風 を風力発電装置の内部空間に取 り入れる導入 口を

設 け、

前記 タワーまたは前記ナセルの外周面の、外風 によって負圧 を受け

る部位 に、前記内部空間の冷却空気を外部 に排 出する排 出口を設 けた

風力発電装置。

前記導入 口と前記排 出口との間に、発熱機器が配置 される請求項 1

に記載の風力発電装置。

前記導入 口と前記排 出口を前記 タワーに設 ける場合 に、 その外周面

の周方向の うち、前記外風 による正圧が最 も高 くなる位置 に前記導入

口を設 け、 この導入 口の位置か ら周方向に略直角 となる位置 に前記排

出口を設 けた請求項 1 または 2 に記載の風力発電装置。

前記導入 口の位置 と前記排 出口の位置 との間に高低差 を設 けた請求

項 1 か ら3 のいずれかに記載の風力発電装置。

前記導入 口を前記 タワーに設 ける場合 に、 その高さを、前記 タヮ一

が立設 される地表面か ら前記風車翼先端の回転軌跡の下端 までの範囲

の うちの最 も高い位置付近 に設定 した請求項 1 か ら4 のいずれかに記

載の風力発電装置。

前記排 出口に、前記外風 によって受ける負圧 を増長 させる負圧増長

手段 を設 けた請求項 1 か ら 5 のいずれかに記載の風力発電装置。

前記負圧増長手段 は、前記排 出口の開口部 を覆 い、且つ前記排 出口

に対 して所定の距離だけ離間 した暈部材である請求項 6 に記載の風力

[ 請求項8] 前記導入 口に、 その外側の気圧が内側の気圧 よ りも高 まった場合 に



開 き、 内側の気圧が外側の気圧 よ りも高 まった場合 に閉 じる導入 口開

閉手段 を設 けた請求項 1 か ら 7 のいずれかに記載の風力発電装置。

[ 請求項 9 ] 前記排 出口に、 その外側の気圧が内側の気圧 よ りも高 まった場合 に

閉 じ、 内側の気圧が外側の気圧 よ りも高 まった場合 に開 く排 出口開閉

手段 を設 けた請求項 1 か ら 8 のいずれかに記載の風力発電装置。

[ 請求項 10 ] 前記 タワーを二重管構造 と し、 その外側空間または内側空間の どち

らか一方の空間に連通するように前記導入 口を設 け、他方の空間に連

通するように前記排 出口を設 け、前記外側空間 と前記内側空間 とを、

前記導入 口および前記排 出口か ら離れた位置で連通 させた請求項 1 か

ら 9 のいずれかに記載の風力発電装置。

[ 請求項 11] 前記導入 口の下流側 に、前記導入 口か ら導入される外気に含 まれる

異物 を除去する異物除去手段 を設 けた請求項 1 か ら 1 0 のいずれかに

記載の風力発電装置。

[ 請求項 12 ] 前記導入 口と前記排 出口を前記 タワーに設 ける場合 に、 その外周面

の周方向に沿 って 3 箇所以上の通気 口を設 け、 これ らの通気 口が、風

向 きに応 じて前記導入 口または前記排 出口になるように した請求項 1

に記載の風力発電装置。
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